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＜今週のトピックス＞ 

駐在員は家探しが苦戦中！ 

  

海外駐在員にとって、家探しは、海外生活のセットアップの中で、一番初めに取りか

かることが多いかと思いますが、最近は、米国では、物件が決まらない日本人駐在員が

増加しているという話をよく耳にします。中には渡米後３～４か月しても物件が決まら

ないというケースもあるそうです。米国の賃貸住宅マーケットで何か起こっているので

しょうか？  

米国での賃貸住宅マーケットの動向をみると、空室率は、リーマンショックによっ

て、2009 年に前年の 6.2％から 7.7％まで上昇しましたが、その後、回復が続き、2020

年は 4.9％となりました。コロナ禍の足元でも空室率は、4％台後半で推移していま

す。また、家賃水準は、2009 年比で 2019 年は約 143％、コロナ禍の 2020 年も変わら

ず約 143％と底堅さが見られます。米国の賃貸住宅マーケットが比較的安定している要

因としては、①人口動態と②商慣習が考えられます。①の人口動態は、少子高齢化が進

む日本と異なり、米国では、ミレニアル世代以降の人口が安定しており、こうした世代

が賃貸住宅マーケットを支えているのかと思います。また、②の米国賃貸住宅マーケッ

トにおける商慣習の特徴としては、「借主よりも貸主優位」と「経年劣化の考えがな

い」が挙げられます。その結果、契約更新のタイミングで賃料が増加することが一般的

です。つまり、テナントは、毎年、賃料が２～６％程度上昇するという考え方をもって

契約更新の交渉をおこなう必要があります。 

また、コロナ禍における足元の家賃相場は例年と異なる動きをみせています。例年で

は夏場に家賃相場のピークを迎え、年末には一旦落ち着くといった動きとなりますが、

2021 年は夏場を過ぎても上昇を続けていくものと思われます。米国の各地で、物件数

が少なくなっていることが背景にあると言われていますが、ポストコロナなども踏ま

え、海外からの駐在員が増加していることやコロナによる在宅勤務の増加により郊外で

の住宅需要の増加などがその要因と考えられます。 

このような米国賃貸住宅マーケット動向に加え、日本人駐在員は、本社の承認等に時

間がかかるため、米国での家探しが苦戦しているのかと推測されます。物件数の少なさ
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がテナント間の競争激化を生み、家賃が高騰、さらには契約更新時の値上げによるコス

ト増加が駐在員を派遣する日本企業にとって大きな問題となってくる可能性がありま

す。日本企業にとって、コロナ禍およびポストコロナにおける米国賃貸住宅マーケット

の動向を注視していくとともに、これまで以上に柔軟な対応が必要になってくると考え

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：Relo Redac 社 ウェビナー資料）  
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